（Ｈ27年2月）

· 労働契約法の一部に特例が設けられました！
有期労働契約（１年契約、６ヶ月契約など契約期間に定めのある契約）の反復更新のもとで、いつ「雇止め」されるか分からないという労働者の不安を解消するため、平成25年4月1日以降の契約からは、有期労働契約が通算５年を超えたときに労働者からの申込みがあれば、無期労働契約（契約期間の定めのない労働契約）に転換しなければならないというルールが法律（労働契約法第18条）に明記されました。この取り扱いは、パート、アルバイト、契約社員、嘱託など社内での呼び方にかかわらず、有期労働契約であればすべてが対象とされるため、各企業は5年後の平成30年4月1日に向けてその対応を検討しなければならなくなると同時に、定年後の高齢者の再雇用契約にも大きな影響を及ぼすこととなりました。というのも高齢者雇用の問題に関しては、平成25年4月1日から、国は高齢者雇用安定法において企業に対し原則65歳までの雇用を義務付けているからです。その目的は、公的年金の支給開始年齢を段階的に65歳に引き上げる過程において、高齢者が無収入の状態に陥ることを防ぐことにあります。従って、60歳定年でその後65歳まで本人が希望すれば嘱託として働くことができる制度を導入している企業にとっては、法に基づいて65歳までの継続雇用義務を果たし、そこで必ず退職してもらう場合には全く問題はありませんが、業務の都合や人手不足等でもう1年働いてもらいたいと思うと通算5年を超えてしまうため、労働者から無期労働契約への転換を求められる可能性が出てくるというわけです。
企業側からすると、年金財政の破たんを防ぐために65歳までの継続雇用に協力し、いろいろな事情で契約を更新しようとしたときに、有期労働契約の無期転換にまで応じなければならないとすると、あまりにも大きな負担と言っても過言ではありません。そこで、今回その問題を解消するために「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」が制定され、以下の内容で平成27年4月1日から実施されることになりました。ちなみにこの法律では、継続雇用の高齢者問題と５年を超えるプロジェクト等に係る労働者問題の両方の解消が図られることになりました。
①特例の対象となる労働者

(1)５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務に従事する、高収入かつ高度な専門知識・技術・経験を持つ有期雇用労働者
(2)定年後に、同一の事業主または「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」における「特殊関係事業主」に、引き続き雇用される有期雇用労働者
②特例の対象となる事業主

対象労働者に応じた適切な雇用管理の措置に関する計画について、厚生労働大臣から認定を受けた事業主。認定には、厚生労働大臣が策定する、対象労働者に応じた適切な雇用管理の実施に関する基本的な指針に照らして適切なものであることが必要。

③特例の具体的な内容

次の期間は無期転換申込権が発生しない。
(1)の労働者：一定の期間内に完了することが予定されている業務に就く期間(上限10年)
(2)の労働者：定年後に引き続き雇用されている期間

※特例の対象となる有期雇用労働者や雇用管理の実施に関する基本的な指針の具体的な内容については、今後、労働政策審議会で審議する予定。

高齢者の場合、もともと気力と体力の個人差が激しいこと、また、同じ人でも1年毎の変化も大きいことを考慮すると、継続雇用に限ってではありますが、機械的に無期転換申込権を与えることはしないという今回の改正は妥当なものと感じます。（工藤克己）
